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1．研究背景 

2011 年の東日本大震災により多量の災害廃棄物が発

生しており，この災害廃棄物の処理について，環境省

から可能な限り再利用する方針が示された 1）．しかしな

がら，再利用が困難な混合廃棄物（以下，がれき残渣）

が処理サイトで発生しており，従来，これらは最終処

分場にて埋め立て処理を行っていたが，最終処分場の

残存容量の減少が問題となっている．そこで，がれき

残渣の有効活用として，粒径 150 mm以下のがれき残渣

を粗骨材として利用したアップサイクルブロックが開

発された 2）が，粒径の小さながれき残渣を多く含む場

合については十分な検討がなされていない．がれき残

渣には土砂，木片，煉瓦など多様な物質が含まれてお

り，不均質であるため，品質のばらつきが懸念される．

そのため，細骨材程度のがれき残渣の性質についても

把握することが重要であると考えた．以上を踏まえて，

本研究では，津波被災履歴のあるがれき残渣を細骨材

として使用したモルタルの圧縮強度を把握することを

目的とし，フロー試験および圧縮強度試験を実施した． 

2．実験概要 

2.1 使用材料 

使用材料は普通ポルトランドセメント（密度：3.15 

g/cm
3），細骨材として宮城県大和町産山砂（S1，表乾密

度：2.59 g/cm
3），宮城県亘理処理区で発生した粒径 7 mm

以下のがれき残渣（S2，表乾密度：2.34 g/cm
3）を使用

した．練混ぜ水については，水道水（T）の他に ASTM

規格の人工海水（S）を使用した．さらに，混和剤とし

て市販のポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤（以下，SP）

を添加した． 

2.2 供試体の配合および作製 

本研究では，水セメント比 50 %，細骨材セメント比

2.0のモルタルの配合を基準とした．がれき残渣の混合

率は細骨材の体積に対して，0 %，50 %，100 %で置換

した 3ケースを設定した．供試体の名称は練混ぜ水と

がれき残渣の混合率の組み合わせで表した．配合表を

表-1に示す．SP の添加量は，T-50，T-100 について試

験練りを行い，フロー値が 170 ～200 mmとなるよう設

定した．T-100では，フロー値が目標値まで達しなかっ

たため，添加量は本研究で用いた SP の最大添加量であ

る 3.0%とした． 

練混ぜは JIS R 5201 に準拠し，室温 20℃の恒温室内

で行い，内寸法 50×100 mmのプラスチック製使い捨て

型枠を用いて円柱供試体を作製した．なお，S1，S2は表

乾状態に調整したものを使用した．脱型は打込み後 24 ± 

2 時間で行い，養生は室温 20℃の恒温室において，同

一コンテナにおいて水中養生とした．そのため，養生

水を介して，海水由来の Cl
-や SO4

2-等が作用し，T シリ

ーズのセメント水和物が変質している可能性がある． 

2.3 測定項目 

測定項目はフロー値および圧縮強度である．フロー

試験は JIS R 5201に準拠し，各水準 2回の測定を行い，

それらの平均値をフロー値とした．圧縮強度試験は，

作製した50×100 mmの円柱供試体に対し，材齢 7 日，

28 日，91 日の時点で実施した．載荷速度は毎秒 0.6 

N/mm
2とし，各材齢において N 値 3 で試験を実施し，

それらの平均値を圧縮強度とした．また，がれき残渣

による圧縮強度のばらつきの影響を把握するため，各

水準における変動係数を算出した． 
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表-1 供試体の配合 

 

W/C 

（％） 

単位量（kg/m3） 

W 
C S1 S2 SP 

T S* 

T-0 

50 

315 0 629 1259 0 0 

T-50 305 0 629 629 569 9 

T-100 296 0 629 0 1137 19 

S-0 0 315 629 1259 0 0 

S-50 0 305 629 629 569 9 

S-100 0 296 629 0 1137 19 

*単位量 Sは純水に海水成分を含めた単位水量である 

 

 

土木学会第69回年次学術講演会(平成26年9月)

 

-635-

 

Ⅴ-318

 



3．結果および考察 

3.1 フロー試験 

 フロー試験の結果を図-1に示す．練混ぜ水によらず，

がれき残渣の混合率の増加に伴い，SP の使用量を増加

しているにも関わらず，混合率の増加に応じてフロー

値が低下した．これは，SP が未燃カーボンに吸着しや

すいことから 3），がれき残渣中の木片等の有機物にも同

様に SP が吸着した可能性が考えられる．また，各混合

率において，人工海水のフロー値が水道水より小さい

値となった．これは，水道水と人工海水の実質的な水

量の違いが考えられる．人工海水には塩分等の海水成

分が含まれているため，実質的な水量が水道水の約

75 %しかない．そのため，S シリーズの流動性が低下し

たのだと考えられる．その他の要因として，液相中の

硫酸イオンが SPのセメント分散効果の低下に影響する

ことが確認されていることから 4），海水由来の硫酸イオ

ンがフロー値に影響を及ぼした可能性が考えられる． 

3.2 圧縮強度試験 

 圧縮強度試験の結果を図-2に示す．Tシリーズでは，

がれき残渣を混合することで，圧縮強度が著しく低下

したが，T-50 と T-100 を比較すると，各材齢ともに圧

縮強度の差はほとんど認められなかった．このことか

ら，がれき残渣を混合した場合，圧縮強度は著しく低

下するが，混合率が 50 %以上であると，混合率の影響

は小さくなると考えられる．一方，S シリーズでも，が

れき残渣の混合率が大きくなるほど圧縮強度が低下す

る傾向が認められた．練混ぜ水による差異に着目する

と，混合率 50 %の場合，S-50 が各材齢ともに T-50より

高強度であった．これは，人工海水が強度増進に影響

している可能性があると考えられる．これに対して，

混合率 100 %では，練混ぜ水による圧縮強度の差異はほ

とんど認められなかった．S-100 の場合，がれき残渣の

混合率が大きいため，がれき残渣の影響が顕著に表れ

たと考えられる．なお，T-50，T-100，S-100 において，

圧縮強度は同程度であり，最大で 53 %強度が低下した． 

図-3 に圧縮強度の変動係数を示す．混合率 100 ％で

は，変動係数 12 ％と比較的大きな値となったが，極端

に大きな変動係数にはならなかった．本研究では試料

の調整や練混ぜを十分に行ったため，変動係数は小さ

くなったと考えられる．しかし，実機では材料のばら

つきや練混ぜにより，変動係数が増大すると予想され

るため，この点については今後の検討課題である． 

4．まとめ 

本研究では，がれき残渣を細骨材として使用したモ

ルタルの流動性と圧縮強度を評価した．得られた知見

を以下に示す． 

・がれき残渣の混合率が増加するとモルタルの流動性

は低下する．また，練り混ぜ水に人工海水を使用す

るとモルタルの流動性は低下する．  

・がれき残渣の混合率が増加するとモルタルの圧縮強

度は最大で 53 %強度が低下する． 

・がれき残渣の混合率 50 %において，練混ぜ水に人工

海水を使用すると圧縮強度の低下が抑制された． 

・がれき残渣の混合率が増加すると，圧縮強度の変動

係数は増加するが，がれき残渣の混合率が 100 %であ

っても，変動係数は 12 %であった． 
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図-2 圧縮強度試験結果 図-1 フロー試験結果 図-3 変動係数 
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